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中間支援活動助成事業 実績報告 
 

団体名 ＮＰＯ会計支援センター合同会社 代表者名 代表社員 持川 俊子 

事業名 
＜基本事業＞ 

会計担当者の実務力向上と中間支援組織の会計相談対応を支援する事業 

 

＜事業実施実績＞ 

年 月 日 活   動   内   容 

2021年 4月 1日 

～2022年 3月 31日 

相談対応、情報提供、ネットワーク構築、書類作成指導等の業務は随時実施。 

 

年間相談件数  

電話約 2,400件、メール約 1万 5,000件、オンライン含む訪問約 250件 

6月 21日 

ＮＰＯ会計Ｗｅｂセミナー「ＮＰＯ法人会計基準・消費税・償却資産税編」

を配信開始。全 15回。随時閲覧可能。 

 

講 師：今井 健至 氏（ＮＰＯ事務支援研究所） 

脇坂 誠也 税理士（脇坂税務会計事務所） 

 

内 容：ＮＰＯ法人会計基準のうち、問い合わせが多くＮＰＯ独特である「注

記」に焦点を当てた講座です。税務に関する内容も盛り込みました。 

① 財務諸表の全体像について 

② クレジット決済で会費や寄付金を受けた時 

③ 車、切手、衣料品など現物寄付を受けた時   

④～⑪注記の解説  ⑫～⑭消費税 ⑮償却資産税 

6月 28日 

ＮＰＯ会計Ｗｅｂセミナー「給与にかかる会計処理編」を配信開始。全 10回。

随時閲覧可能。 

 

講 師：今井 健至 氏（ＮＰＯ事務支援研究所） 

内 容：問い合わせが多い給与処理について解説した講座です。 

事例や演習を踏まえて一から説明しています。  

① 人件費に関連する勘定科目  

② 給与から控除する項目の勘定科目   

③ 給与支払い時の仕訳 

④ 源泉所得税と個人住民税   

⑤ 会計処理に必要な社会保険料の仕組み 

⑥ 社会保険料を支払ったときの処理    

⑦ 給与の未払いの処理   

⑧ 社会保険料の未払いの処理 

⑨ 社会保険料の預かりと納付額の確認 ⑩労働保険料を払ったときの処理 
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＜効果と成果＞ 

会計全般に対する相談対応、情報提供、セミナーの実施、書類作成援助を行いました（電話、メー
ル、オンラインを含む訪問等）。また、中間支援組織とも連携し、情報の発信や共有を行いました。
会計処理に留まらず、事務手続きやＮＰＯ法人全体の運営相談にも対応しました。 
 
Ｗｅｂセミナーは、問い合せが多いＮＰＯ法人会計基準の注記、消費税、給与処理に焦点を当てて

解説し、事例や演習問題を取り入れた実用的な内容となりました。オンラインでの配信のため、好き
な時間に任意の箇所を見直しながら学習できるスタイルであり、従来の会場実施型のセミナーにはな
い利点を有していると考えられます。セミナーやネットワークを通じて税理士など専門家とも交流
し、ＮＰＯや会計を取り巻く現状や今後のことなどについても語り合う機会となりました。 
 
今後もＮＰＯ法人の会計支援を継続し、会計担当者の悩みや不安の解決に尽力していきます。 

 

 

＜収支決算書＞ 

［基本事業］ 

（収入） 

項   目 金額（円） 

中間支援活動助成金 500,000 

セミナー受講料収入 35,000 

自己資金 13,432 

合  計 548,432 

 

（支出） 

区分 項  目 金額（円） 
左のうち 

助成対象金額（円） 

直 

接 

経 

費 

講師謝金 150,000 150,000 

通信運搬費 159,171 150,000 

その他（消耗品費・印刷費） 84,561 50,000 

小 計 393,732 350,000 

間接経費（一般管理費） 154,700 150,000 

合  計 548,432 500,000 

 


